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〔 要 旨 〕 

教育再生会議など政府内での議論が深まっている大学改革を巡る課題については、世界最

高水準の知を探求する研究のあり方から、定員割れにより支出超過が続く大学の経営問題に

至るまで、多次元の論点が存在している。本稿は、国立・公立・私立大学が提供する教育と

研究に係る市場全体の構造を俯瞰的にとらえ、有効競争レビューの手法を用いることで、立

体的に広がる大学問題の所在と論点を分かり易くかつ構造化して示すことを動機としている。   

本稿Ⅰ章では上記執筆のねらいを述べ、Ⅱ章においては、需要（入学者）・供給（大学組織

と教員）ギャップの所在から競争環境の相異を整理するとともに、国・公・私立大学の供給

構造の特徴と地域的な供給特性を分析した。Ⅲ章においては、機関補助から競争的・重点的

支援へのシフトの政策的意義の確認の後に、機関補助と外部資金についての法人特性・分野

特性を分析し、競争的研究資金とインセンティブ構造についての考慮要因を整理した。最後

にⅣ章においては、内外の競争環境の違いを踏まえた上での大学間競争の３層構造の整理と、

各々の階層に応じたインセンティブ付与などについて論点整理を行った。 

 

 

 

 

本稿に述べられている見解は執筆者個人の責任で発表するものであ

り、(独)経済産業研究所としての見解を示すものではない。 
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Ⅰ．はじめに 

 

 平成１６年４月より国立大学が法人化され、中期計画期間（６年間）の中間点を過ぎた現時

点で、政府内での大学改革についての政策論議が熱を帯びてきている。政権の重要アジェンダ

を担う教育再生会議の他に、経済財政諮問会議、総合科学技術会議、イノベーション２５戦略

会議、アジアゲートウェー戦略会議、規制改革会議、合計６つの内閣官房又は内閣府が司る閣

僚・有識者会議において、様々な角度から又は類似の問題意識から、大学改革の方向性につて

の議論が展開されている。 

 これらの議論ではしばしば、法人化された国立大学のあり方について、競争原理、効率化、

財政再建といったテーゼの下で議論が行われる。これに対して、大学界サイドからは、 

－ 国立大学運営費交付金の一律定率削減がいかに一部教育現場の環境維持を限界点まで押し

やっているか、 

－ 日本の高等教育に対する公財政支出の対ＧＤＰ比が欧米先進国の半分以下で、いかに次世

代に対する教育投資を日本政府は怠っているか 

といった強いアピールがなされる場面が多い。 

１８歳人口の半分約６０万人が進学する大学に関しては、世界最高水準の知を探求する研究

のあり方から、定員割れにより支出超過が続く１２０大学以上の経営問題に至るまで、多次元

の論点が存在する。一方で教育問題を巡る議論では、個人の経験や親としての実感に基づく率

直な主張や感想が開陳されることが多いという特徴がある。そのため、様々な関係者によって

議論を進める際には、議論の前提となるファクツに基づく問題構造の客観的・全体的な把握と

共有がより重要と考えられる。 

 本稿は、上述のような問題意識から、可能な限り客観データに基づき大学が提供する教育と

研究に係る市場全体の構造を俯瞰的にとらえ、問題の所在を分かり易くかつ構造化して示すこ

とを動機とした作業である。 

本分析においては、内外の競争政策当局で確立されている有効競争レビュー（「競争評価」1と

も呼ぶ。）の分析の枠組みを活用し、課題の構造的な整理に役立てている。ただこれは、高等教

育市場に単純に競争原理を導入すれば良いという立場に基づいて行っているものではない。む

しろ、山頂から裾野まで重層的に課題が広がる立体構造の中で教育と研究の質を維持・向上さ

せていく安定的なシステムを構築するためには、どの部分に社会政策的な政府の関与や支援が

必要であるのか、どのフィールドにおいて競争原理が有効に働き自律・分散的に質が向上する

好循環が生まれるのかなど、政策対象の境界条件を整理することで、より建設的、効果的に議

論が進められることを期待して取り組んだ分析作業である。 

本稿は序論的な分析作業である。今後、ＲＩＥＴＩの「経済社会の将来展望を踏まえた大学

のあり方研究会」において、より精緻な教育経済学にも立脚した検討が進展し、冒頭紹介した

ような政府中枢における大学改革論議に有用な視点を提供する洞察が導き出されることを期待

するものである。 

                                                  
1 有効競争レビューは、通信、電力等の規制業種の自由化過程における政策評価手法として欧米に

おいて確立されてきたもので、我が国で公式にこれを導入しているのは、総務省

（http://www.soumu.go.jp/joho_tsusin/kyousouhyouka/index.html）及び経済産業省 

（http://www.meti.go.jp/policy/kyoso_seisaku/index.html）である。また OECD ﾍﾞｰｽでは、各国

が行っている規制の影響評価（RIA：Regulatory Impact Analysis）においても、競争評価の分析手

法の導入が進められている。 
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Ⅱ．需給構造の分析 

１．大学進学市場（入口市場）の需給構造 

＜需給動向＞ 

１８歳人口は、平成４年に最後のピークを打ち、今日まで４割減少している。この１０年

間2の大学進学市場の需給関係を見ると、人口減少を大学進学率の向上3が補い需要サイドであ

る学部入学者数は４％の伸びとなっているが、供給サイドでは、学校数が私立大学・公立大

学を中心に１０年間で２９％増、教員数が全体で１８％増となっている。この需給トレンド

のギャップを背景に、大学全入時代が平成１９年に到来するとされている。 

政策的にはこの間、各種規制緩和が進み、平成１５年度には文部科学省の大学設置｢抑制方

針｣が撤廃され、平成１６年度に国立大学が法人化されるという大きな転機を迎えている。ま

た、同時期の大学院重点化政策により、大学院学生数（全学生数の９％）は１０年間で５９％

増と大きく増えている状況である。 

                  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜需給ギャップの所在＞ 

１８歳人口という統計指標は、需要予測としては相当程度の確度をもって推定できるもの

である。通常、大学進学率もトレンドが急変するものでもない。したがって、大学進学市場

をマクロに捉えた場合の供給過剰構造の進展を市場関係者が認識するのは困難なことではな

い。通常の製品市場であれば、このような規模の需要減退が推定される市場に対しては、企

業は参入を控えるか、参入が容易でこれが進めば競争の激化（価格低下）又は供給構造の変

革（企業淘汰・集約）が進展すると想定される。 

ここで確認すべき点は、このマクロ需給が、よりミクロに見てどのような競争構造で形成

されているかということである。異なる競争条件を持つ複数の市場によって構成されている

場合には、個々の市場の競争環境を評価することが先ず必要である。その観点で効果的な問

題構造分析の枠組みを提供してくれるのが、有効競争レビュー１のアプローチである。そこ

                                                  
2 平成８年度～平成１８年度。本稿の分析では、高等教育の内、短期大学、高等専門学校は対象外。 
3 大学進学率…平成８年度：３３％、平成１７年度：４４％ 

図表１ 国・公・私大の設置数と18歳人口の推移 図表２ 学生・教員・学校数等の推移 

※

（平成８年＝１００）

（※平成８年を１００とする） （出所）文部科学省学校基本調査報告書
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では、商品が差別化され需給両面で一定の代替性がない場合は、異なる競争条件の下で競争

が行われる別々の市場として画定し、各々の市場の競争環境を評価することとが分析の出発

点となる。大学進学市場であれば、どうであろうか。 

文部科学省によれば、５５０校以上ある私立大学（以下「私大」と言う。）の３割（約160

校[H17年度]）が定員割れ、私大全体の約２５％が支出超過の状態とされている4。他方で、

国立大学（以下「国大」と呼ぶ。）については、全国８７法人の総定員に対して１１４％の

在学者が存在する状況になっている5。ある地域において、より狭き門である国大を第一志望

とし、公立大学（以下「公大」と言う。）又は私大を第２・第３志望として受験に挑む受験

生の行動を想定すると、国大の教育サービスを受けることになった学生と第２志望校等それ

以外の大学の教育サービスを受けることになった学生との間には、結果的には代替性はなく

別市場を形成していると位置付けることが適当である。 

すなわち、マクロ需給に表れる供給過剰は進学市場の裾野の市場において発生し、そのよ

うな裾野の市場には私大が多く存在することから、前段にある私大の定員割れ・経営悪化問

題が深刻化しているものと推測される。他方、通常上位の市場を形成する国大については、

裾野市場からの需要流入圧力が常に高く存在し、マクロの需要不足構造とは逆に定員を超え

て入学者を受け入れる圧力が常時働く構造となっていると類推される。 

ここで差別化されている国大については、提供する教育研究サービスの質が平均して高い

ことから需要圧力が高いという面がある一方、別の要因として、１校当たりの国庫からの機

関補助の平均が私大に比し２５倍6となっているという財政構造の下で、国大の授業料が規制

により低く設定7されていることによって需要圧力が高くなっていることに留意が必要であ

る。より良いサービスをより高い対価で購入するという単純な市場原理に基づくものではな

く、ここでは、有能な人材には個人の家計状況に関わらず質の高い高等教育を受ける機会を

与えるという社会政策が適用されている。 

また、経済原理に依拠する議論

だけを行えば、大学進学市場の裾

野において深刻化する需給によ

り私大中心に淘汰の圧力が増大

する中で、経営が悪化した不人気

校は速やかに撤退することが市

場の効率化・財政の効率運営のた

めに重要ということとなる。 

しかし、社会政策の観点からは、                  （出所：関連ホームページ） 

私大の経営状況を知り得ない私大学生が、自校が経営破綻した場合に継続的に教育を受けられ

るようにするセイフティネットワークを機能させることは、不可欠な行政の役割8である。 

  このような需給構造の中で、大学の組織統合が部分的に起こっている状況にある（図表３）。 

                                                  
4 平成 17 年度に入学定員を満たしていない私大は 160 校（29.5 パーセント）、帰属収入で消費支出

を賄えない大学法人の割合は、平成 16 年度で、全体の 24.8 パーセント。（出所：文部科学省 HP） 
5 経済財政諮問会議平成 19 年第８回尾身議員配付資料 
6 H17 年度私大補助金：512 校に対して 2945 億円、H17 年度国大運営費交付金：87 校に対して 1
兆 2317 億円。(12317÷87)÷(2945÷512)=24.6。 
7 国立大学法人法に基づく省令により、授業料の上限額が設定されている。 
8 文部科学省による取組：「http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/17/05/05051901.htm 」参照。 

・大阪×大阪外語

・九州×九州芸術工科

・東京商船×東京水産

・山梨×山梨医科

・富山×富山医科薬科

×高岡短期

・福井×福井医科

・慶応義塾×共立薬科

・関西学院×聖和

・大阪×大阪外語

・九州×九州芸術工科

・東京商船×東京水産

・山梨×山梨医科

・富山×富山医科薬科

×高岡短期

・福井×福井医科

・慶応義塾×共立薬科

・関西学院×聖和

・東京都立×都立科学技術

×都立短期×都立保健科学

・大阪府立

×大阪女子×府立看護

・神戸商科大×姫路工業大

×兵庫県立看護大

・長崎県立

×県立長崎シーボルト

・東京都立×都立科学技術

×都立短期×都立保健科学

・大阪府立

×大阪女子×府立看護

・神戸商科大×姫路工業大

×兵庫県立看護大

・長崎県立

×県立長崎シーボルト

国
立

私
立

公
立

 
図表３ 最近の主な大学合併事例 
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２．新卒就職市場（出口市場）の需給構造 

  図表４にあるとおり、大学・大学院の卒業者の８６％は、学部卒である。大学院卒業者は、

修士卒が全体の１２％、博士卒が全体の２％となっている。 

学卒者については、１６％が製造業に就職し、その他がサービス業等に就職している。修

士卒業者については、４７％が製造業、次いで１０％が情報通信に就職し、博士卒業者につ

いては、大学・研究機関が最大の受け皿となり３４％が就職し、次いで医師等として医療福

祉機関に２６％が就職している。 

  他方、経団連関係企業の技術系新卒採用の７３％は、修士卒との調査結果9がある。つまり、

産業人材のボリュームゾーンへのインパクトという観点では、理系については学部＋修士教

育の質が重要となり、文系については、その太宗を供給する学部教育の質が重要ということ

となる。 

 

図表４ 大学・大学院のセクター別就職構造 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
9 経団連「企業における博士課程修了者の状況に関するアンケート調査結果（2007 年２月）」 

学士 修士
博士

その他サービス等
教育（大学除く）

大学・研究機関
卸売・小売

金融・不動産

建設・運輸・ｴﾈﾙｷﾞｰ・鉱業

医療・福祉

情報通信

製  造
0

10
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80

修士の４７％が製造業、１０％
が情報通信業に就職

博士の３４％が大学・研究機関、
２６％が医療・福祉に就職

86% 12% 2%

【千人】

学士 修士
博士

その他サービス等
教育（大学除く）

大学・研究機関
卸売・小売

金融・不動産

建設・運輸・ｴﾈﾙｷﾞｰ・鉱業

医療・福祉

情報通信

製  造
0

10

20

30

40

50

60

70

80

修士の４７％が製造業、１０％
が情報通信業に就職

博士の３４％が大学・研究機関、
２６％が医療・福祉に就職

86% 12% 2%

【千人】

（出所）平成１８年度文部科学省学校基本調査報告書
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３．大学が提供するサ―ビスの供給構造の特性 

（１）国・公・私大の供給特性 

国大は学生の６割が理系で、理系の修

士・博士課程全体の７割を担っている。一

方で、 私大は学生の７割が文系で、学部

学生全体の８割を担っている。 

前項の就職市場の構造を踏まえた産業人

材の供給という観点では、産業界の理系人

材は国大に負うところが大きく、文系人材

については私大がボリュームゾーンを担

っている状況と言える。 

図表６では、さらに収入構造など学生数

以外の供給要因も含め、国・公・私立大学

の構造的な特性を相対比較してみた。 

 

図表６ 国・公・私立大学の構造特性相対比較 
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14%

17%
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22%

31%

32%

37%

39%

67%

70%

70%

80%

2%

4%

4%

12%

5%

7%

8%

7%

5%

2%

4%

6%

5%

89%

82%

78%

76%

73%

62%

60%

56%

56%

32%

26%

24%

15%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

授業料収入

文系学生数

学部入学者数

学校数

学生数

事務員数

病院収入

教員数

理系学生数

公的機関補助

理系大学院学生数

博士在学者数

科研費配分

国立大学 公立大学 私立大学
  

私大は、学生数全体の７割を担うが公的機関補助は３割となっており、収入は授業料へ大

きく依存している。また教職員数は、全体の６割程度で、教員１人当たりの学生数は国大・

公大の倍以上となっている。 

 国大については、学生数全体の２割を担う中で公的機関補助の７割を受けている。また国

大は、先端研究を遂行する理系大学院や博士在学者数の７割を担い、その上で科研費の８割

の配分を獲得している。  

公大の特徴としては、相対的に学校数が多いことから１校当たりの学生数が少ないこと、

病院収入が相対的に大きいことなどが挙げられる。 

１１人
公立大学

（７６校※※）

１０人
国立大学

（８７校）

２３人
私立大学

（５１２校※）

教員一人当
たり学生数

１１人
公立大学

（７６校※※）

１０人
国立大学

（８７校）

２３人
私立大学

（５１２校※）

教員一人当
たり学生数

【参考】
学生／教員比

１１人
公立大学

（７６校※※）

１０人
国立大学

（８７校）

２３人
私立大学

（５１２校※）

教員一人当
たり学生数

１１人
公立大学

（７６校※※）

１０人
国立大学

（８７校）

２３人
私立大学

（５１２校※）

教員一人当
たり学生数

【参考】
学生／教員比

注）以下の項目以外の出所は、「平
成１８年度学校基本調査報告書」
・私立の授業料収入、病院収入、
公的機関補助の出典は、 「平成１
８年度今日の私学財政」
・国立の公的機関補助は、 H17年
度文部科学省予算（運営費交付
金・施設整備費）
・科研費の出所は、文部科学省
ホームページ

図表５  国公私の教育･研究サービス提供割合 

＜学部＞ 

←公立理系

←公立文系
私立
理系

国立文系

私立
文系

国立
理系

 

＜大学院＞ 

私立理系→

私立文系→
←国立文系

国立
理系

←公立文系
←公立理系

 

（出所）平成１８年度文部科学省
学校基本調査報告書
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学生数ｼｪｱ【ＨＨＩ：910】

総生産ｼｪｱ【ＨＨＩ：652】

人口ｼｪｱ   【ＨＨＩ：399】

○：学生数シェアが人口シェアを上回る都府県

★：総生産シェアが学生数シェア及び人口シェアを上回る県

 国大を中心にした先端研究の担い手たる大学院については、図表２のとおり、ここ１０年

で１．６倍に量的に拡大し、競争的研究資金も倍増計画を掲げた第２期科学技術基本計画期

間（平成１３年度～１７年度）５年間で１．６倍10に充実している。ただ、理系人材中心に

量的な大学院の充実がなされている一方で、ポスドク就職問題や博士課程卒業生の産業ニー

ズとのミスマッチなど、博士課程について質的な改善が課題となって久しい。大学院の７割

は国大が担うことから国大での対応が焦点となる課題の一つである。 

 

（２）地域的な供給特性                             

地域的な供給特性を分析するために、都道府県別の学生数、人口、総生産について、それ

ぞれの全国に占めるシェアを算出し相対比較した（図表７）。地域分布の集中度を見るため、

市場の集中度分析で用いられるハーフィンダール・ハーシュマン・インデックス（ＨＨＩ11）

を算出し比較すると、学生数（HHI:910）＞総生産（HHI:652）＞人口（HHI: 399）となり、

学生数が最も大都市圏への集中度が高くなっている。全国の学生の４人に１人は東京都を主

たる所在地とする大学に在学していることとなり、また、都市部９都府県以外の道県は全て、

学生シェアが人口シェアを下回っており、地方の高齢化と裏腹の関係にあるとも類推される。 

文部科学省によれば、自県内入学率は、ここ１０年で３６％から４１％に増加していると

されている。ここでは、学生数、人口、総生産の集中構造の時系列的な変化まで分析してい

ないが、学生比率の少ない県での自県内入学率が増加しているのか、集中化が進む都道府県

での自県内入学率が増加しているのか、「均衡ある発展」という政策目標に対して、今後よ

り精緻な検証が必要である。 

図表７ 都道府県の学生・人口・生産高のシェア 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      ＜関東＞     ＜関西＞    ＜中部＞      ＜九州＞ ＜北海道＞ ＜中国＞   ＜東北＞  ＜四国＞ 

                                                  
10 H12 年度：2968 億円→H17 年度：4672 億円（出所：総合科学技術会議） 
11 集中度の参考指標として、競争評価での市場集中度指標であるＨＨＩ（各シェアの２乗の総和）

を計算。都道府県別の学生数、人口、総生産は H16 年度統計結果に統一している。 

（出所）学生数は「平成１７年度学校基本調査報告書」、総生産シェアは
内閣府県民経済計算（H16）、人口は総務省統計局推計人口（H16）
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またここで興味深い点として、愛知、静岡、広島、栃木等では県内総生産のシェアが、県

内学生シェア・人口シェア双方を上回っていることである。これらの県は、日本の基幹産業

である自動車産業、電子機器産業等が立地する地域と多くが重なっており、地域の中核産業

にフォーカスした地域拠点大学化による産学の好循環形成の可能性が大きいものと考えら

れる。逆に、基幹産業による域内生産活動が相対的に低い道府県においては、公共・公益サ

ービス、教職、医療などの生活必需サービスセクターでの教育・研究ニーズが、地域からの

高等教育への基礎的需要になると考えられる12。地域の特色を活かした大学の個性化を図る

のであれば、このような地域の教育･研究のニーズに着目することは有用な視点である。 

図表８では、さらにミクロに国・公・私立大学の全国４７都道府県への立地状況を俯瞰し

た。図表中で、国大・公大に関して、大学名を着色マークしたものは総合大学ではない大学

（教育大、商科大等の単科系・複合系大学、大学院大学）、大学名を斜字としたものは医・

歯学部を有する大学である。私大については、平成１７年度に私大補助金（2945億円）を受

けた５１２校中、４億円以上の補助金を受けた１６７校（約１／３）を３つの規模区分に分

けて図表に載せている。 

図表８において、国大８７校については、総合大学が“一県一校”設置されていることが

浮かび上がる。一方で、その他の約半分の国大は、総合大学ではない大学であり、８７大学

のうち４０大学は３学部以下13という構成となっている。全国配置をこのように鳥瞰すると、

総合大学とそれ以外の大学との関係を含め全国ワイドで又は地域ワイドでどのような配置の

基本的考え方があるのか、全てが世界水準のＣＯＥ（Center of Excellence）拠点を目指す

大学として国費が投入されているのかなどの質問が想起される。国立大学改革を巡る様々な

議論の場において、そのような全国８７校の国大の存在の考え方について、一般国民に理解

しやすい一定の説明が用意されていれば、種々の議論はよりスムーズに展開されるものと想

像される。 

自治体の発意により設置される公大７６校については、その７割は２学部（看護学等）以

下、６割は教員１００人以下と小規模であり14、図表６の相対比較の分析とも一致する。ま

た、公立大学の設置がない県が６県存在している。 

私大については、図表８で平均規模15以上の私大がある都道府県は２２県に留まっており、

大規模な私大は、地域の中核都市に集まる傾向があることがうかがえる。この背景には、比

較的大きな私大は、経営上の配慮から、学生密度の高いところに立地点を選ぶ傾向があると

想像される。

                                                  
12 全国ベースでのニーズ・役割、世界ベースでのニーズ・役割を決して否定するものではない。 
13 財政制度等審議会財政制度分科会財政構造改革部会：平成１９年５月２１日配付資料 
14 公立大学協会：公立大学の概要〔http://www.kodaikyo.jp/h18/gaiyou1.htm〕 
15 H17 私大補助金の１校当たり平均額 575 百万円以上の補助を受ける私大を平均規模以上とした。 
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 以上の配置構造では、地域の中核都市がない県においては、県内学生数に占める国大シェ

アは高くなると予想される。事実、図表７の全国ブロック分布に各都道府県内での国・公・

私立大学シェア（学生数シェア）を付加した図表９を見ると、各ブロックでの中核都市から

遠い（学生数シェアが低い）県ほど国大・公大シェアが高くなる傾向がうかがえる。 

  

図表９ 各都道府県内での国立大学シェアと全国分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国立大学法人法の目的に「均衡ある発展」が規定されている中で、上述のような国・公・

私立の立地状況を勘案すると、マクロには国大はその法目的に沿った配置がされていると説

明することは可能とも思われる。しかしながら、「均衡ある発展」と“一県一校”の総合大

学を構えること、他方で大学の個性化を図ることで存在価値を高めようとする政策的方向性

と８７国立大学のうち半数弱は単科系･複合系大学であることなど、これらの関係について、

より体系的な説明が求められるところである。 

また、道州制の議論に見られるように、地政学的な自治体の境界を越えて、広域的なブロ

ック経済圏における公的機関の機能論の中で国立大学の存在意義を再定義するに当たって

は、現時点では大学改革の大きな論点として挙がらない公立大学の機能論との関係整理が新

たな論点として挙がるものとも推測される。 

（出所）学生数は「平成１７年度学校基本調査報告書」、総生産シェアは
内閣府県民経済計算（H16）、人口は総務省統計局推計人口（H16）
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Ⅲ．財政構造の分析 

 

１．マクロ収支構造と国費の構造変化 

 

（１）大学教育研究市場のマクロ収支構造と国費 

大学教育研究市場のマクロの資金収支を鳥瞰すると、図表１０にあるように、サービス総

体に対して、家計から５．４兆円の対価収入、国・地方から２．０兆円の公的補助及び０．

４兆円の競争的資金を措置。その他民間企業等からの委託・寄付等１．２兆円の収入合わせ

て、市場全体で８．８兆円の市場規模となっている。 

国大と私大のマクロの収入構造を比較すると（図表１１）、公的補助は国大に対して５割、

私大に対して１割である16一方、授業料収入は国庫補助とほぼ逆の構成比率となっている。ま

た、病院収入の比率は両者同程度で、受託研究・寄付金等の収入の構成比率は、国大が私大

の２．４倍となっている。 

  図表１０ 大学教育市場のマクロ収支 
（出所） 

・国公立大学の収入のうち国立大学への政府補助以外は、「平

成１８年度学校基本調査報告書：学校経費調査」 

・国立大学への政府補助（運営費交付金・施設整備費）、国公私

を通じた教育支援（国公私別の配分が不明のため大学別は未

計上・補助率に未計上）及び奨学金補助は H17 年度予算 

・競争的資金は国公私別の H17 年度配分実績比率（総合科学

技術会議調べ）で H17 年度競争的資金予算額を按分。 

・私立大学の収入は「平成１８年度今日の私学財政」（帰属収入） 

・委託・寄付等、その他収入については、一部政府からの委託等

含む。 

 

 

図表１１ 国立・私立の収入構造比較 

 

 

 

 

 

 

 

図表１２ 高等教育への公財政支出の国際比較（2003 年） 

 日本 米国 独国 英国 仏国 韓国 OECD 平均

公財政支出 ０．５ １．２ １．０ ０．８ １．１ ０．６ １．１ 

民間支出 ０．８ １．６ ０．１ ０．３ ０．２ ２．０ ０．４ 

合計 １．３ ２．９ １．１ １．１ １．４ ２．６ １．４ 

（出典：OECD“Education at a Glance 2006”） 

 

                                                  
16 脚注６のとおり、国大･私大の学校数が大きく違うことから、一校当たり平均では、国大は私大の

２５倍の国庫補助を受けている。 

私立大学 ５１２校
＜５.５兆円＞

公的補助率：１２％

公立大学 ７６校
＜０.３兆円＞

公的補助率：１５％

国立大学
８７校

＜２.９兆円＞
公的補助率：５４％

家 計

授業料

３.４兆円

大学病院
診療代

２.０兆円

企

業

委託・寄付等
０.４兆円

政 府 （自治体含む）

交付金・
補助金等

２.０兆円

競争的
資金

０.４兆円

奨
学
金
補
助
0.1
兆
円

その他収入
０.８兆円

５４％【44%】※

〈1.6兆円〉

1０%
〈0.3兆円〉

２２％
〈0.6兆円〉

7%7%

1２%
【11%】
〈0.6

兆円〉

５４％
〈3.0兆円〉

２２％
〈1.2兆円〉

10%3
%

国庫等
補助 授業料等

受託研究
・寄付金

その他
収入

病院
収入

国立
大学

私立
大学

（※：【】内は、競争的資金を除いた場合の比率）
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図表１２は、大学財政論議でしばしば取り上げられるの高等教育への公財政支出の対ＧＤ

Ｐ比率の国際比較である。日本は８割の教育サービスを私学が担っていることに起因して、

対ＧＤＰ比の公財政支出比率は、欧米の半分程度となっている。この公財政比率の低さに関

して、我が国は、未来の発展基盤を築く教育投資を怠っているとの指摘がしばしばなされる。

マクロで５：１、一校当たりで２５：１の補助率の差が国大：私大にある中で、どのような

国公私を通じた財政理念に基づき公財政比率を欧米並みにすることが適切なのか、マクロ構

造を踏まえた立論が期待されるところである。 

 

（２）機関補助から競争的・重点的支援への財政シフト 

＜運営費交付金からのシフトの実態＞ 

  国立大学法人化後の財政政策は、「単なる機関補助から、国公私立を通じた競争原理に基

づく支援へのシフト」を基本としており、年々、経常費補助から競争的資金・重点配分資金

へのシフトが進んでいる。 

図表１３ 国立大学法人化以降の予算シフトの状況 

                                H19予算  H16比増減率 H16比増減額 

・経常費補助 国大運営費交付金で特別教育研究経費以外 11,199億円 ９６ ▲476億円

 私立大学等経常費補助金 3,281億円 １０１ 18億円

・重点配分資金 国大運営費交付金のうち特別教育研究経費 845億円 １１４ 104億円

 国公私立を通じた大学教育改革支援※ 615億円 １３７ 165億円

・競争的資金 科学研究費補助金 1,913億円 １０５ 83億円

 JST戦略創造研究事業  474億円 １０２ 11億円

 厚生労働科学研究費補助金  409億円 １０８ 30億円

  （※競争的資金378億円(21世紀COE＋ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙCOE)含む） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所：財務省発表・文部科学省発表予算関連資料より経済産業省が作成） 
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ここで、競争的資金とは、科学研究費補助金（H19年度1,913億円、以下「科研費」と言う。）、

ＪＳＴ戦略創造研究事業（同474億円）、厚生労働科学研究費補助金（同409億円）など総合

科学技術会議に登録され、科学技術基本計画に基づき予算拡充が要求時に同会議によりエン

ドースされる提案公募型の研究予算である。また同会議が、ピアレビューやＰＯ／ＰＤ17機

能充実、配分結果データベース化による重複排除など、競争的資金を担う各府省・各機関の

適切なマネジメントについて助言し、制度・運用の改善につなげることで、我が国の公的研

究の質を向上させることを目指しているものである（次々節で分析）。 

他方ここで重点配分資金と呼ぶものは、競争的資金登録されていない文部科学省の大学教

育研究支援予算で、基本的に事業毎に行政裁量的に措置されるものである。 

 機関補助18という観点では、国大に対して国立大学運営費交付金、私大に対して私立大学等

経常費補助金が措置され、前者については、法人化に際し一定の算定ルールに基づく効率化

係数が中期計画期間の６年間通じて一律かけられている。ただし、国立大学運営費交付金に

は、機関補助として一律削減される経常経費部分と、予算効率化の例外として増額されてい

る重点配分資金「特別教育研究経費」部分があることには注意が必要である。 

重点配分資金には、上記の運営費交付金の内数である特別教育研究経費（845億円）の他

に、各種教育支援プログラムからなる国公私立を通じた大学教育改革支援予算（615億円）

があり（図表１３下段参照）、近年、科研費や特別教育研究経費以上の伸率で増えている。

本予算は、「各大学などにおける大学改革の取組が一層推進されるよう、国公私立大学を通

じた競争的環境の下で、特色ある優れた取組を選定・支援」とされ、サービスイノベーショ

ン人材育成、ものづくり人材育成、現代ニーズ対応人材育成など各般の施策が毎年度新規展

開されている。ただし、競争的資金のような資金配分過程や配分結果についての透明度は高

くなく、社会ニーズ・企業ニーズを的確に反映する資金配分システムが機能しているか否か

外部からの検証が容易ではない点が競争的資金と異なる点である。 

 

＜財政構造シフトの政策的意義＞ 

国大について、形式算定根拠による機関補助からメリハリある資金配分へ予算がシフトす

ることは、改革へのインセンティブを付与する財政政策として重要である。マクロで需要（学

生数）が減退基調という財政出動による量的な拡大均衡が容易でない状況下で、このような

予算シフトが進行すると、メリハリ予算獲得に成功しない国大では、これまで基盤的に配分

されていた教育研究費が限界的水準にまで減ってくる状況が現出してくることは想像にか

たくない。ただ経済財政諮問会議等での議論にあるように、求められているのは部分最適で

はなく全体最適に向かうための構造変化を実現することであり、そのために、構造転換につ

ながるミクロの改革の方向付けが企図されているものと考えられる。もちろん、社会政策的

な観点、ナショナルミニマムとして国家機能の観点から、過不足があるのであれば、軌道修

正がなされるべきであろう。その際には、全体構造の変化の方向性を視野に入れた上での合

理的な説明が期待される。 

                                                  
17Program Officer/Program Director の略。ピアレビューをマネージする資金配分機関のファンド

マネージャー的管理者。外部のレビューアーの人選、利害関係排除等評価ルールの遂行などピアレ

ビューの質を維持・向上する上で固有の能力が求められる。米国では、ＮＳＦに約 400 名、ＮＩＨ

に約 1100 名配置されている（出所：総合科学技術会議）。 
18 機関補助には、別途に施設整備費（国立大学法人施設整備費補助金:397 億円、私立大学等教育研

究装置・施設整備費補助:106 億円、私立大学等研究設備等整備費補助:62 億円）があるが、政策目

標が大学改革というより社会資本整備と整理した方がいいことから、本稿では分析の対象としない。 
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また留意すべき点として、競争的資金以外の裁量的予算へのシフトは一定限度までであろ

うということである。ベストプラクティス支援による誘導効果やアナウンスメント効果、改

革に立ちふさがる壁の先行突破を実現することによる後続への波及効果といった政策目標

に依拠した時限的なインセンティブ予算であろうと推測される。なぜならば、逆に個別裁量

的な予算措置が継続的な機関又は事業への補助金に変質すると、国営への逆流を起こすもの

であり、「小さな政府」・「大学ごとの法人化」という改革の理念に逆行する方向と考えら

れるからである。したがって、機関補助からのシフトにより改革を先導するメリハリある資

金配分を行いつつも、１兆円規模の機関補助の配分について、的確な評価結果がフィードバ

ックされ、インセンティブが付与されるＰＤＣＡが実行されることが、改革の促進と財政効

率の観点からコアの部分と考えられる。 

中期計画期間の後半に入った現時点において、国立大学法人評価の実務が本格化している

ところと想像される。教育再生会議、経済財政諮問会議などでも指摘されているとおり、第

一期計画期間の評価結果がどのように次期の運営費交付金の配分に効果的に反映されるこ

とになるかは、重要な政策課題である。例えば、大学間競争の中でも、国際的ＣＯＥを目指

す競争は学科単位（場合によって講座単位又は学部単位）によって繰り広げられていると考

えられるが、評価は学科等の単位で行われるのかあるいは大学単位なのか、仮に大学単位で

評価結果が出るのであれば、大学内で評価の高い部局と低い部局に対して、どのようなイン

センティブ構造が次なる交付金配分システムに組み込まれるのかなど、第二期計画期間の財

政措置のあり方と不可分な第一期の評価結果のフィードバックの考え方について、今後の議

論の展開が注目される。 
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【億円】

・上位１０校で全体額の２２%
・その他５０２校で７８％

私立大学経常費補助金の配分状況
＜H１７年実績，総額2945億円、全512校中117校掲載＞

・私学の３割が定員割れ
・私学の１／４が消費支
出が帰属収入を超過

・平均（5.8億円）以
上の117校を記載
・その他395校は
平均以下

（出所：日本私立学校振興・共済事業団）
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２．機関補助の特性 

（１）国大・私大への機関補助の配分  

図表１４は国立大学運営費交付金の配分状況、図表１５は私立大学経常費補助金の配分状

況（１校当たりの平均補助額以上の117校を記載）である。 

 

図表１４ 国立大学運営費交付金の配分状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表１５ 私立大学経常費補助金の配分状況 
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【億円】

（出所：文部科学省ホームページ（H19年度 各

局課別予算案等の発表資料一覧））

・７帝国大で全体額の31%
・その他8４校で７割

・上位１０機関で全体額の４０%
・その他８１校で６割
・上位１０機関で全体額の４０%
・その他８１校で６割

国立大学運営費交付金の配分状況
＜H１９年予算，総額1兆2044億円、全９１校掲載＞

下位６２校は平均
（１３２億円）以下
下位６２校は平均
（１３２億円）以下
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国立大学運営費交付金について、法人化された平成１６年度からの19集中度の推移を見ると、

旧７帝大が占める比率は３４％で変化がなく、全８７校に係るＨＨＩは、２６５（H16 年度）

→２７１（H17 年度）→２６５（H19 年度）と推移している。つまり、運営費交付金には特別

教育研究経費による重点配分予算が含まれる中で、配分構造全体で特段の集中度は高まって

いない。 

私立大学等経常費補助金についてＨ１４～１７年度の推移を見ると（図表１６）、学校数が  

１０％増える一方で、補助金総額は５％増となっており、１校当たりの平均補助金額では５％

減となっている。また、上位１０校の配分シェアは２２％で変化はなく集中度は高まってお

らず、学校数の増加分だけ分布の裾野が広がっていることがうかがえる。 

      

なお、私大の１／４が支出超過に陥ってい

るとされているが、これは単純平均で換算す

ると、私大補助金の内の７００億円強に相当

する。今後加速化する学生需要減退下での効

率的な補助金政策が益々重要となる。 

 

（２）国立大学についての法人特性の分析 

図表１４に見られる大まかな国大交付金規模特性としては、旧７帝大に続いて各県１校あ

る総合大学が続き、それ以下の半分に地方の単科系又は複合系の大学・大学院が存在してい

る。地方の単科系又は複合系の大学・大学院の中では理系校が比較的規模が大きくなってい

る。 

図表１７ 大学法人特性別の交付金額と教員数(1) 

 
 
 

                                                  
19 H16・17 年度は各大学法人決算ベース、H19 年度は予算ベース（出所：文部科学省ＨＰ）。H17
年 10 月に合併した富山大学、富山医科薬科大学、高岡短期大学については、H16 年度は１校とし

て合算し、H17 年度は統合後の富山大学決算が半年分であるため２倍して代替値とした。なお、H18
年度の大学別交付金額（決算は未発表）については、文部科学省公開情報は見あたらないため除外。 

２２％２２％
上位１０校
配分シェア

▲５％
５．８

億円／校
６．０

億円／校
1校当たり

平均補助額

５％２９４５億円２８００億円補助金総額

１０％５１２校４６４校学校数

増減H１７年度H１４年度

２２％２２％
上位１０校
配分シェア

▲５％
５．８

億円／校
６．０

億円／校
1校当たり

平均補助額

５％２９４５億円２８００億円補助金総額

１０％５１２校４６４校学校数

増減H１７年度H１４年度

（出所：日本私立学校振興・共済事業団）

（出所） 「国立大学の財務」（国立大学財務・経営
センターH18年度版）を基に作成

 図表１６ 私大補助金の構造変化 
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図表１７は、教員当たりの配分特性を概観するために、図表１４に常勤教員数を付加した

もの20である。ここでは、国立大学共同利用機構（４機関）及びその関連大学院大学である総

合研究大学院大学は、組織構造が他大学と異なるため本分析の対象外とし、筑波大学につい

ては、１９年度には２つの旧７帝国大学を上回る交付金規模であることや政策的・歴史的な

沿革を考慮して、法人特性として旧７帝国大学と同類型と分類している。 

図表１７から、一般特性としては、以下のような傾向が観察される。 

－ 東京大学21以上又は同程度に教員当たりの交付金額が充実しているのは、医学単科系大学

及び大学院大学。 

－ 旧７帝国大学及び理系大学は、その他の大学よりも教員数レベルに比し交付金レベルが

相対的に高い。 

この観察に基づき、図表１７を大学類型別に並べ替えたものが図表１８、さらに交付金・

教員数の相関関係を回帰分析したものが図表１９である。なお、図表１８・１９の分析では、

教員数の割に交付金が多い固有の特性を有している医学単科系大学及び大学院大学並びに一

般学生が対象でない筑波技術大学は除外した。 

 

図表１８ 大学法人特性別の交付金額と教員数(2) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
20 各大学のH17年度決算ベース。富山大学のH17決算は半年分であるため２倍して代替値とした。 
21 図表１７では、比較を容易にするために、東京大学の交付金額と教員数（双方とも最大値）の縦

軸上のプロット位置が重なるよう各々の縦軸のスケールを設定。 

（出所） 「国立大学の財務」（国立大学財務・経営
センターH18年度版）を基に作成
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図表１９にあるとおり、教員１人当たり交付金単位（各近似直線の傾き）は、旧７帝国大

学＋１→理系大学・大学院→総合大学・大学院→文系大学・大学院の順に小さくなり、旧７

帝国大学＋１と文系大学・大学院の間では倍の差となる。 

旧７帝国大学＋１ ：２２百万円／人  

理系大学・大学院 ：１７百万円／人 

総合大学・大学院 ：１５百万円／人 

文系大学・大学院 ：１１百万円／人 

 

図表１９ 交付金・教員数の相関分析 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出所） 「国立大学の財務」（国立大学財務・経営

センターH18年度版）を基に作成
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さらに、学生当たりの交付金についても、同様の回帰分析を行ったものが図表２０である。

相関関係のばらつきが大きくなるが、前述の各大学法人類型の間の格差は更に拡大する。 

また、教員数規模の順位で教員数と学生／教員数比率を大学別にプロットしたものが図表２

１で、 

－ 教員規模が小さくなるにしたがって学生／教員比率が増大する傾向にあること、 

－ 図１８で除外した医学単科系大学、大学院大学等（グラフ右端）は同比率が特に小さい

こと、 

－ 教育大等同類型の中でも比率にばらつきがあること 

等が観察される。 

 

図表２０ 交付金・学生数の相関分析 
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３．外部資金の特性 

（１）競争的研究資金の配分と集中度 

総合科学技術会議が集計する競争的資金は、現在４７６６億円（H19 年度予算）である。第

２期科学技術基本計画では、競争的資金倍増計画を掲げ、計画期間中に５年間で１．６倍に

充実している。この中で、科研費、戦略創造研究、厚生科研費を中心に大学には、競争的資

金全体の７８％前後が配分されている22。 

競争的資金の中で大学の研究競争の状況を代表的に示唆するものとして、以下に科研費の

配分状況を分析する。 

図表２２に示すとおり、科研費は全体で１１００以上の機関に配分されている中で、競争

の結果として、東大・京大の２校に全体の２割、旧七帝大で全体の４割、上位１０校で全体

の半分が配分されており、集中度の高い配分構造となっている。過去３年間の推移を遡ると、

旧７帝大が全体に占める比率は、４４％（H16 年度）→４１％（H17 年度）→４３％（H18 年

度）と推移しており傾向としての集中化は見受けられない。 

ここで、既出の図表１４（国大交付金）・図表１５（私大補助金）と図表２２（科研費）に

ある資金配分の集中度を相対比較する。各々の上位１０校への資金配分が各々の総額に占め

る割合は、 

科研費：５割 ＞ 国大交付金：４割 ＞ 私大補助金：２割 

となっている。競争的に評価し配分される科研費の集中度は高い一方で、私学助成配分の上位

集中度が低くなっているが、これは、国立に比し私立の方が研究の比重が低いことも要因の一

つと考えられる。 

図表２２  科学研究費補助金の機関別配分状況 

【億円】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
22 出典：総合科学技術会議第６回基本政策専門調査会（H19 年 6 月 7 日）資料 1-2 

（出所） 文部科学省ホームページ情報を基に作成
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このような配分構造について、以下、２つの角度から考察する。 

① 公的研究へのファンディングのあり方に関する両翼の考え方として、設備費が大きいた

め重複排除して集中投資することが効率的なテーマと、萌芽段階の基礎的研究で投資単位

は小さくとも多様な可能性に分散投資することが効果的なテーマがある。このような視点

に立つと、機関別研究費によりプロットした図表２２が“Ｌ字”シェイプになるのは、あ

る程度合理的なものとも言える。なお、いわゆる“ビッグサイエンス”は通常前者に当た

り、いわゆる“スモールサイエンス”は後者に当たるが、“ビッグサイエンス”については、

科研費ではなく運営費交付金・特別教育研究経費により国立大学共同利用機構中心に重点

投資されている部分が大きいことを念頭に置く必要がある。 

② 旧７帝大など獲得シェアの大きい大学は、研究を遂行する人材面・設備面で、その他大

学より本来的な競争優位を有している。そのため、客観的にピアレビューを行った結果と

して高い評価を得て資金配分は集中することとなる。しかしながら、イノベーションには

累積研究投資に比例しない側面があること、飛躍的な知の創造者は往々にして既存の権威

の外にいること、著名ではない大学にもテーマにより卓越した研究者が潜在しえること等

から、図表２２の裾野に広がる多様性の中から生まれる研究成果に的確に光を当てること

も重要である。 

以上２つの角度からの考察により導き出されることは、“Ｌ字”シェイプとなる科研費の配

分において、個々のテーマ採択を決するピアレビューの質が何れの場合も生命線であるとい

うことである。つまり、２つの異なる評価基準 ― ⅰ)最もポテンシャル高い人や組織に選

択・集中すべき研究、ⅱ)実績や著名度に引きずられることなく飛躍的な知を生む可能性を引

き上げる研究 ― これら双方の次元において卓越した研究・研究者に対し、ピアレビューに

よる適切な配分が行われることが重要であるということである。パブリックドメインの研究

であり、イノベーションの源泉となる大学セクターにおける研究の質は、各国のピアレビュ

ーの質に決定的に依存していると言え、総合科学技術会議のイニシアティブにより続けられ

ているピアレビュー改革の実行は極めて重要である。 

他方、近年米国では、非連続な知の創出のために、ピアレビューによるテーマ発掘の限界を

補完する競争的研究プログラムがＮＩＨ、ＮＳＦ等で導入されている。いわゆるハイリスク・

リサーチへの対応で、ピアレビューによらず洞察力ある個人の責任でテーマ選定を行う等の取

組がなされている。我が国においても、この課題に対する競争的資金配分機関における新たな

対応23が期待されているところである。 

なお、科研費の研究成果を事後評価し、資源配分に反映すべきという議論がある。この点

に関して米国のピアレビューのあり方論では、対極の議論があることに留意が必要である。

つまり、不確実性の高い基礎研究の成果を最大化するためには、研究者の提案内容の独創性

を評価するピアレビュー（事前評価）の的確性こそが最も重要であり、研究活動の結果とし

て、当初の成果が挙がらなかったとしても、そのことを余り重視すべきではないということ

である。結果を重視することは、予め成果が出やすい難易度の低い研究テーマを提案するよ

うな動機付けを研究者コミュニティーに与えてしまい、独創的な研究への挑戦がなされにく

い環境形成をしてしまうという問題である。また、革新的な研究に一度失敗したことを烙印

的に評価（過重に次の提案の評価に反映）すると、失敗から重要な洞察を得て再挑戦する有

                                                  
23 第３期科学技術基本計画（第３章２(3)①）及び総合科学技術会議基本政策推進専門調査会報告（平

成１9 年 6 月 14 日）「競争的資金の拡充と制度改革の推進について」第３章(3)参照。 
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効性を活かせない環境形成がなされてしまうという問題もある。 

では、どのようにピアレビューによる競争的研究の成果管理を行うのかについては、米国

のピアレビューシステムでは、ポートフォリオ的にリスク管理するマネジメントの枠組みが

組み込まれていることに注目すべきである。すなわち、Program Director(ＰＤ)は、いわゆ

るファンドマネージャー的に一定期間・一定額の研究費をまかされ、それを多様な研究テー

マに配分する中でトータルとしての研究成果が問われるということである。個々の研究テー

マのピアレビューにおいては、ＰＤが自己の専門知識と学界人脈を駆使して的確なレビュー

チームを組み、応募テーマの中から最良テーマを厳選し革新的な成果を追い求めていくもの

であり、それら複数の研究群総体としての成果により、ＰＤとしての人事的評価・任される

金額の増減等が決まるということである。 

 

（２）外部資金の大学法人特性 

  図表２３は、図表１８の国大の類型に沿った外部収入依存比率の分布である。ここで、外

部収入依存比率の分母は、病院収入の影響24を排除するため、損益計算書の経常収益から附属

病院収益を除いている。また、分子は、受託研究等収益、受託事業等収益、寄付金収入、科

研費等収入の合計としている。（出所：「国立大学の財務」） 

ここから、大学の特性により外部収入比率が大きく違うことが明らかとなる。産学連携の

機会の多い理工系の比重が高いとされている大学ほど外部収入が高く、通常企業からの受託

研究の機会が少ない文系大学は、外部収入比率が極めて低くなっている。その他、全体的に

運営費交付金が多い大学ほど外部資金比率が高くなる穏やかな傾向があること、文系大学の

中でも商科系・外国語系など実学的側面が強い分野で外部収入比率が高くなることがうかが

える。 

        図表２３ 外部収入依存度の法人特性（国立大学） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
24 国立大学における病院経営の問題は、今後の大学経営全体の問題として、重要な課題である。本

分析のスコープの外ではあるが、今後解決策を検討すべき大学改革問題の一つである。 
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次に、大学の研究水準は、科研費の受領額が一つの有力な指標となり得ると推定されるこ

とから、科研費配分額と科研費を除く外部収入との相関関係を分析したものが図表２４であ

る。両者は概ね比例関係にあると言える。また、外部収入に占める科研費依存度を別途算出

すると、文系大：４２％→（旧７帝大：３４％→）総合大：３０％→理系大：２４％となっ

ている。旧７帝大は前項で見たように科研費全体の配分において集中度が極端に高くなって

いるという特殊性に起因して科研費依存度が特に高くなっていると思われ、これを例外とと

らえると、全体的な傾向としては、理系比率が高まるほど科研費以外の外部収入の比率が高

まる（文系は科研費依存度が大きい）と言える。 

図表２４ 科研費配分額と外部収入の相関関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所：平成１８年度「国立大学の財務」、文部科学省ホームページ）
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図表２５は、総合科学技術会議が国大の性格別収支構造を分

析した資料からの抜粋であるが、そこでも、文科系中心大学や

教育大学は、研究に係る設備投資等が低いため人件費比率は高

くなること、産学連携の機会が少ないため外部資金比率が低く

なることなど、上述で分析した特性が明らかとなっている。  

Ｈ１６年度に国立大学特別会計から法人交付金制度に移管し

た際には、基本的に、Ｈ１５年度時点での各大学の収支差補填

ベースでＨ１６年度交付額が決定されている。上記に分析した

ような大学の特性から、外部資金収入が低く、人件費の交付金

依存度が高い大学においては、そうでない大学に比べると、効

率化係数による一律削減の影響がより大きく効いていくと考

えられる。 

他方、教育に要するコスト面に着目すると、文献学習中心の

文系学科に比し実験学習が必要な理工系学科・医薬系学科は、

設備費、光熱費等が相当程度かさむ。私大の場合、医学部の授

業料が文系の授業料より高いことは、入学者には合理的なこと

と映っていると思われる。また研究活動については、更に文理

間の費用の差は拡大すると想定される。私大と違い国大におい

ては、学部間のみならず大学間でも授業料にほとんど差が無い。

ここには、「均衡ある発展」という理念の下、ユニバーサルサ

ービス的な社会政策の配慮がなされているものと考えられる。 

欧米諸国の中には、大学への機関補助において、文系・理系含め学科毎の教育研究コスト

の差を反映した算定根拠に基づいて、大学毎に積算がなされている国がある25。重要な点は、

フェアーな大学間競争が展開されるよう、分野による収支構造の特性を考慮した上で、イコ

ールフッティングを担保する機関補助がなされ、インセンティブ構造が歪められないことと

考えられる。そのためには、国立大学会計処理基準の立案段階では今後の課題とされ、病院

部門会計以外導入されていないセグメント情報開示26の導入が、今後の制度改善議論のベース

として極めて重要と考えられる。 

 

 

 

（３）競争的研究資金とインセンティブ構造 

 

大学における研究は、基本的に研究者が競争環境の中で切磋琢磨することで高い成果が生み

出されるものと考えられる。その意味では、本節(1)で分析したような、自由な発想に基づく

ボトムアップの提案公募→ピアレビューによる資金配分という競争的資金制度が基本となる。

しかしながら、運営費交付金が一律削減される中で、このままでは大学が担うべき基盤的研究

が遂行できないとの声がある。それでは、競争的資金による研究テーマの掘り起こしだけでは、

大学が担うべき研究が遂行できない領域とは、どのようなものであろうか。 

                                                  
25 この諸外国の取組は、RIETI「経済社会の将来展望を踏まえた大学のあり方研究会」において事

例的に報告があったもので、より詳細な調査分析は、同研究会での今後の検討作業に期待したい。 
26 会計処理の透明性という観点だけでなく、大学内組織のマネジメントという観点からも、各部局

のインプットとアウトプットの評価の基礎となるセグメント情報管理は重要である。 
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（出所） 総合科学技術会議資料を基に作成

 図表２５ 国立大学の性格別
     収支構造 
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競争的資金に馴染まない基盤的研究として、例えば、常に飛躍的な知の創出を目指すもので

はない研究、多様性を確保する観点で希少性を有する研究などが考えられる。このような基盤

的研究に財政支援が必要とした場合に、セレンディプティに依拠する特性を尊重して全ての国

立大学や学術分野にあまねく予算を措置するということでは議論の大きな発展は期待できな

い。どのような機関、チーム又は個人あるいは分野特性に着目し、どのような根拠に基づく補

助が必要なのか等一定の予算論理が必要であろう。多くの場合には、ナショナルミニマムとし

ての政策的意義付け、適切な投資対象の範囲などについての説明が求められると想像される。 

さらに、成熟した科学技術分野であって必ずしも最先端の学術論文の対象にはならないよう

な分野では、競争的資金の配分が期待できないばかりか、通常論文成果で評価を受けることと

なる教員に研究を続けるインセンティブが働かないため、自然体では講座自体が大学から消滅

していく研究領域がある。しかし、そのような領域であっても、一定の基幹産業分野で確実な

人材ニーズ・研究ニーズが存在している場合には、産業界の一定のコミットメントをベースに

当該分野を維持する枠組みが必要であろう。事実、専門職大学院などの形で教育分野での有効

な産学連携がこの問題を解決している事例が出てきている状況である。 

以上は、研究者個人の競争環境に着目した議論であるが、競争的資金に係る制度的側面とし

て、研究者間の競争促進だけでなく、大学間の競争を促進するという機能があることは、政策

的に重要な点である。すなわち、自校教員の競争的資金獲得に伴い大学当局に付加される間接

費の適切な設定により、大学全体の研究と教育の活動が拡充するというインセンティブが形成

され、競争的資金の獲得及び優秀な研究者の獲得を巡る大学間競争を促進するという政策的意

義を有しているということである。ただし、下表に例示したとおり、競争的資金制度の運用如

何では、ディスインセンティブに転ずる側面があることに注意が必要であり、我が国の競争的

資金制度についても一層の改善が望まれる。 

図表２６ 競争的資金による好循環・悪循環の典型例 

◎ 好循環の例  × 悪循環の例 

外部競争資金を取れば取るほど、 

→ 外部研究に必要な追加的な事務員も研

究員も柔軟に外部資金で雇用でき、当該

教員の研究活動が拡大し、 

→ 場合によっては、学内で付与されている

自己の教育義務も外部資金による補助教

員の採用で補完でき（研究も教育も活動

が拡大し）、 

→ 当該外部研究に直接必要な費用以上に

間接費が充実しているため（米国の競争

的資金間接費は５割以上）、大学当局へ

の収入増で他部門も裨益し、 

→ 外部資金を獲得できる教員の獲得を巡

り、研究者の流動性と大学間の競争が促

進され、 

従って、教員個人としても大学組織として

も、外部資金獲得のインセンティブがある。 

 外部競争資金を取れば取るほど、 

→ 教員自らが、外部資金経理処理など

の追加業務で過渡に多忙となり、研究

に割く時間が減り、（管理不行届きによ

る不正事象のリスク回避も必要） 

→ 外部資金に計上される間接費が不十

分なため、光熱費等共通経費（交付金

対象）を消費し学内財政を圧迫し（学内

他者にもしわ寄せが行き）、 

→ 越年支出、人件費支出等への支出の

柔軟性が交付金に比し劣るため、研究

効率が低下し、 

→ ハードの購入が大きいと、事後に維持

費負担で交付金にしわ寄せが行き、 

従って、教員にとっても、大学にとって

も、学内他者にとっても、外部資金獲得に

インセンティブがわかない。 



 

- 25 - 

この外部資金に係る組織間競争に関連して、競争的資金獲得のインセンティブを完全に消滅

させるおそれがあるファンディング・ポリシーとして、機関補助に係る「収支差補填」主義が

あることに注意が必要である。つまり、個人や機関が切磋琢磨して競争的資金を獲得すればす

るほど、その分だけ機関補助が減らされるのであれば、切磋琢磨するより国の機関補助に依存

したまま動かないことの方が個人や機関には効率的であるというディスインセンティブ構造

である。筆者が知る限り、研究現場においては、教員の人件費は運営費交付金から支出されて

いるという理解から、競争的資金で教員人件費を出してはならない（場合によって交付金が削

られる）と認識されていることが多い。 

ある教員の努力と能力が認められ外部資金を獲得し、本人のミッションの一部をその外部研

究に当てる場合、本人が元々担っていた研究・教育ミッションの遂行は、組織のリソースとし

てはプラスサムとなったのであるから、組織内でのリソースの再配分による拡大均衡が可能と

考えられる。図表２７は、米国の競争的資金の獲得を巡りどのようなミッションとリソースの

再配分が学内で形成されているかの例示である。優れた研究者が存分に能力を発揮しかつ大学

としてのパフォーマンスも向上するマネジメントが構築されている。 

日米で教員給与概念が違うことから、日本独自のインセンティブ構造をいかに形成するかが

今後の検討課題である。大学が国営組織から法人化されたというメリットを最大限活かして、

ゼロサム的規律の中で外部収入を取り扱うのではなく、切磋琢磨する個人と法人の能力を存分

に伸ばす方向でインセンティブ構造を形成することが重要である。今日では、民間企業のみな

らず筆者が所属する行政庁においても、期初に個々人がどの業務に何割のロードをかけ各々ど

んな業績目標を達成するかを組織的に確認する人事マネジメント（パフォーマンス評価）は実

行されており、技術的に大きな困難や混乱が伴うものではないと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表２７ 米国大学における競争的資金にかかるインセンティブ・メカニズム 
米国では、大学教員の給与概念が夏休み等休暇期間を除く９か月分をベース※注にしていることか

ら、外部資金を獲得すれば、残り３か月で研究に従事するという理解となる。米国で仮に独創的研究能
力に卓越した教員が１２ヶ月間自分で獲得した外部研究に従事することが、大学にとっても（ひいては
社会にとっても）価値があると認識された場合には、当該教員が大学との雇用関係で負っている９か月
分の教育等のミッションについては、外部資金から得られる人件費充当により余裕化した大学当局予
算を活用して補助教員を雇用したり他教員にミッション追加することで、当該教員が負っていたミッショ
ンは代理遂行されるというシステムとなっている。ここでは、外部資金を獲得すればするほど、個人と組
織双方の教育･研究活動がその分だけ拡大していくというインセンティブ構造が組み込まれている。 

研究に集中するため、今年の○×演習の授
業は臨時教員の人にお願いしたい。この授
業はエフォート20%だから、それに相当する

人件費をグラントでサポートするように学部
長に交渉しよう。

研究に集中するため、今年の○×演習の授
業は臨時教員の人にお願いしたい。この授
業はエフォート20%だから、それに相当する

人件費をグラントでサポートするように学部
長に交渉しよう。

例えば、新興分野の「教育カリ
キュラム」を開発中のA教授の

場合

あるいは、今年は「研究」で
勝負を賭けたいB教授の場合

この分野の知識を持った学生を育てるのは
重要なので、エフォート70%でカリキュラム

開発に集中したい。研究論文が出ないかわ
りに、教育成果を評価してほしい。

この分野の知識を持った学生を育てるのは
重要なので、エフォート70%でカリキュラム

開発に集中したい。研究論文が出ないかわ
りに、教育成果を評価してほしい。

教員の活動内容を区分した評価が必要教員の活動内容を区分した評価が必要

学 内 業 務 、 院 生 指 導
地 域 貢 献 な ど 教 育 研 究

９ ヶ 月 分 の ベ ー ス ・ サ ラ リ ー は
大 学 か ら 支 給

３ ヶ 月 分 の サ マ ー ・ サ ラ リ ー を
グ ラ ン ト か ら 充 当

C o u rs e  B u y o u t  P o lic y に 則 っ て グ ラ ン ト か ら 大 学 へ 資 金 を 拠 出 し

担 当 授 業 数 を 減 ら し 研 究 に 割 く 時 間 を 増 や す こ と が 許 さ れ る 場 合 あ り

米 国 大 学 の 例

学 内 業 務 、 院 生 指 導
地 域 貢 献 な ど 教 育 研 究

９ ヶ 月 分 の ベ ー ス ・ サ ラ リ ー は
大 学 か ら 支 給

３ ヶ 月 分 の サ マ ー ・ サ ラ リ ー を
グ ラ ン ト か ら 充 当

C o u rs e  B u y o u t  P o lic y に 則 っ て グ ラ ン ト か ら 大 学 へ 資 金 を 拠 出 し

担 当 授 業 数 を 減 ら し 研 究 に 割 く 時 間 を 増 や す こ と が 許 さ れ る 場 合 あ り

米 国 大 学 の 例

 
【出所：産業構造審議会産業技術分科会報告（平成１７年 2 月）】

※注：筆者の米国大学関係者への取材では、残り３か月分の給与については、外部研究資金以外に、学内教務への貢
献、休暇期間中の補完的教育活動への貢献など多様な教育研究活動への貢献と対価受領の機会が提供されている。
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Ⅳ．国際的な競争ポジション 

 

各国の大学の最上位の層での競争は、国際競争である。学生も教員も、場合によっては資

金さえも、国境を越えて競争が展開されている。我が国の上位大学は、国際的にどのような

ポジションにあるのであろうか。 

国際的な大学ランキングとして信頼度の高い“THE TIMES ;World University Rankings”

では、世界トップ２００大学の半分を英米系が占める中、日本は１１校（シェア５％）がラ

ンクインしている。５％というシェアが日本の世界的な知への貢献度や経済規模等に比して

適切かどうかの議論はある。言語の影響を指摘する声もある。ここでは、本ランキングの中

での存在感を評価することとし、以下のような観察に基づくと、日本の大学の存在感は必ず

しも高くないと言える。 

本ランキング評価では、各大学にスコアリングがなされている。したがって、ランクイン

数のシェアではなく、各国大学スコアー合計のシェアを比較すると、質の相対比較が可能で

ある。図表２８では、ランクイン数のシェアよりもスコアリングシェアの方が大きい国を青

色で記し、逆を赤色としている。米、英、豪、仏、スイスが高スコアーを得る（上位にラン

キングされる）大学が相対的に多い一方で、日本は、低スコアーグループとなっている。事

実、図表２９にある過去３年間のランキングの推移を見ると、日本は１００位以内に３校を

越えてランクインしたことはなく、日本のランクイン大学の大半は１００位以下となってい

る。 

また、３年間の推移では、アジア主要国のトップ校は順位上昇の趨勢であり、日本でトッ

プの東京大学は、３年前は非英米系で２位であったものが、現在はより上位にアジアの大学

がランキングされている状況である。 

  なお、日本のランキング校推移の中では、従来旧７帝大が中心であった中で、２００６年

には、慶應義塾大学・早稲田大学が初めてランクインしており、今後の動向が注目される。 

図表２８ 世界トップ２００校の国別シェア 

米国
（55校）, 31.4%

英国
(29校), 15.3%

豪州
(13校), 6.7%

日本
(11校), 5.1%

オランダ
(11校), 4.8%

ドイツ
(10校), 4.1%

仏国
(7校), 3.6%

スイス
(7校), 3.5%

カナダ
(7校), 3.5%

中国
(6校), 3.0%

ベルギー
(5校), 2.1%

アジア(日中以外
16校), 7.5%

その他
(23校), 9.5%

 
【出所】”THE TIMES ;World University Rankings 2006” 

※ シェアはOverall Scoreの国別合計値に拠る。（）内は学校数。 Overall Scoreのシェアが学校数シェアを

上回る国は黄色、下回る国は赤色。 
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図表２９ 世界主要大学のランキング推移 

2004年 2005年 2006年
ﾗﾝｸ 大学名 ﾗﾝｸ 大学名 ﾗﾝｸ

1 ハーバード大学（米） 1 ハーバード大学（米） 1
2 ＵＣバークレー校（米） 2 マサチューセッツ工科大学（米） 2
3 マサチューセッツ工科大学（米） 3 ケンブリッジ大学（英） 3
4 カルフォルニア工科大学（米） 4 オックスフォード大学（英） 4
5 オックスフォード大学（英） 5 スタンフォード大学（米） 4
6 ケンブリッジ大学（英） 6 ＵＣバークレー校（米） 6
7 スタンフォード大学（米） 7 イェール大学（米） ・
8 イェール大学（米） ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・
10 ｽｲｽ連邦工科大学ﾁｭｰﾘｯﾋ校（ｽｲｽ） 10 Ecole Polytechnique（仏） ・
・ ・ ・ ・ ・
12 東京大学（日本） ・ ・ 14
・ ・ 15 北京大学（中国） ・
16 オーストラリア国立大学（豪州） 16 東京大学（日本） 16
17 北京大学（中国） ・ ・ ・
18 シンガポール国立大学（ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ） ・ ・ 18
・ ・ 19 メルボルン大学（豪州） 19
・ ・ ・ ・ 19
21 マクギル大学（加） 21 ｽｲｽ連邦工科大学ﾁｭｰﾘｯﾋ校（ｽｲｽ） 21
22 メルボルン大学（豪州） 22 シンガポール国立大学（ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ） 22
・ ・ 23 オーストラリア国立大学（豪州） ・
・ ・ 24 マクギル大学（加） 24
27 Ecole Polytechnique（仏） 24 Ecole Normale Supérieure（仏） ・
・ ・ ・ ・ 28
29 京都大学（日本） ・ ・ 29
30 Ecole Normale Supérieure（仏） 31 京都大学（日本） ・
・ ・ ・ ・ 33
・ ・ ・ ・ ・
39 香港大学（香港） ・ ・ 37
41 インド工科大学（ｲﾝﾄﾞ） 41 香港大学（香港） ・
・ ・ ・ ・ ・
47 ハイデルベルグ大学（独） 45 ハイデルベルグ大学（独） ・
・ ・ ・ ・ ・
51 東京工業大学（日本） 50 インド工科大学（ｲﾝﾄﾞ） ・
・ ・ ・ ・ 57
・ ・ ・ ・ 58
62 清華大学（中国） 62 清華大学（中国） ・
・ ・ ・ ・ 63
69 大阪大学（日本） ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ 70
・ ・ 93 ソウル国立大学（韓） ・
・ ・ ・ ・ ・
・ ・ 99 東京工業大学（日本） ・
・ ・ ・ ・ ・
・ ・ 105 大阪大学（日本） ・

119 ソウル国立大学（韓） ・ ・ 118
・ ・ ・ ・ 120
・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ 128
・ ・ ・ ・ 128
・ ・ 129 名古屋大学（日本） ・
・ ・ ・ ・ 133
・ ・ 136 東北大学（日本） ・
・ ・ ・
・ ・ 147 広島大学（日本） ・

153 東北大学（日本） ・ ・ ・
・ ・ 157 北海道大学（日本） 158
・ ・ ・ ・ ・

167 名古屋大学（日本） 168
・ ・ 172 神戸大学（日本） ・
・ ・ ・ ・ 181
・ ・ 198 昭和大学（日本） ・
・ ・ ・ ・ ・

スタンフォード大学（米）

・

・

イェール大学（米）

・
・

ハーバード大学（米）
ケンブリッジ大学（英）
オックスフォード大学（英）
マサチューセッツ工科大学（米）

メルボルン大学（豪州）

ｽｲｽ連邦工科大学ﾁｭｰﾘｯﾋ校（ｽｲｽ）

・

オーストラリア国立大学（豪州）

Ecole Normale Supérieure（仏）

シンガポール国立大学（ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ）

東京大学（日本）

・

・

インド工科大学（ｲﾝﾄﾞ）

清華大学（中国）
京都大学（日本）

・
香港大学（香港）

Ecole Polytechnique（仏）
・

ソウル国立大学（韓）
・

大阪大学（日本）
・

大学名

・
早稲田大学（日本）

・

九州大学（日本）
名古屋大学（日本）

・

北海道大学（日本）

東京工業大学（日本）

・
・

・

・

・

神戸大学（日本）

慶応義塾大学（日本）

・

東北大学（日本）

・

・

・

・

・

・

ハイデルベルグ大学（独）

・
・
・
・

・

・

マクギル大学（加）

・

北京大学（中国）

 

（ 英・米の大学 日本の大学 ｱｼﾞｱの大学 ）  
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Ⅴ．競争の階層に応じた論点整理 

有効競争レビューにおける市場画定では、商品範囲と地理的範囲の２つの観点で競争の広

がりを分析することが標準的手法である。地理的範囲という観点では、入学生が全国ベース

となっている学校群と地域ベースになっている学校群があることに考察が必要である他、最

上位の大学を評価する上では、国際的な競争状況を考えることも今日的に重要である。 

大学間競争の最上位の層は、全国ベースの進学市場でありかつ国際的にも競争状態にある

ものとして別市場として画定することが適当であろう27。これに次ぐ層は、国内又は広域の

地域における一流大学を目指す大学間競争であり、学生（需要者）にとっては、質的に近接

した選択肢になるという観点28で、国内又は広域の一流校を目指す競争は連続的な同一の市

場と見なすことが適当であろう。そして、３段目の層として、第Ⅱ章１（需給ギャップの所

在）で分析したように、需要減退（定員割れ）の圧力を直接受ける裾野の進学市場が考えら

れる。この層は、量的な学生獲得競争が熾烈であるという点で、その上層にある一流大学を

目指す大学間競争とは、競争条件に違いがあり、別市場として整理することが適当であろう。

また、この３つ目の市場の多くは地域ベースでの進学市場であると想定される。 

この３層の大学間競争の階層をイメージ化したものが、下図である。競争環境が異なる３

つの階層それぞれに適した処方箋（ファンディング、インセンティブ付与等）が必要と考え

られる。なお、この３層構造は抽象化された概念整理あることから、制度設計等の実務的な

検討においては、以下のような点に留意する必要がある。 

－ 大学間競争は、学術分野別に競争構造が異なること。別の言い方をすると、世界水準の

ＣＯＥを巡る競争などでは、大学法人全体ではなく、一研究室や一学科といった一定の学

術単位（拠点ベース）で競争がなされているということ。 

 

図表３０ 大学間競争の階層のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
27 もちろん厳密な市場画定は、需要者アンケート調査等（ＳＳＮＩＰテスト）による定量的な代替

性分析に基づくべきであるが、本稿では、予備的な定性的分析に留める。 
28 競争評価での市場画定における、需要者にとっての商品の代替性という評価指標に該当。 

国立大学
（８７校）

公立大学
（７６校） 私立大学 （５１２校）

世界ＣＯＥへの競争

国内/地域の一流校への競争

大学進学基盤での競争
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－ ３層の境界領域では、常に両層間を該当大学が遷移しているということ。むしろ、各大

学（又は学内部局）にとって、より上位の階層に移行することが重要であり、そのような

ダイナミズムにも着目した検討も重要であること。 

 最後に、上述の競争の３層構造それぞれに関して、インセンティブ付けの方向性等について、

以下で論点整理を行う。 

＜世界のＣＯＥを目指す競争＞ 

この最上層のインセンティブ形成としては、徹底的に国際的な研究競争の下に置くことが

重要である。また、ハイリスク研究に対する公的研究資金の潤沢な提供が影響する領域であ

り、その際の競争的・集中的配分が重要となる。我が国の場合、研究資金量の面では、国際

的に遜色ない水準であることから、今後はピアレビュー改革等のシステム改革による質の向

上が期待される。さらに供給サイドの側面では、世界の頭脳～ブレインサイクル～の導引が

鍵を握っており、特に日本の場合、均質的、自前的な慣習が残っていることから、今後、い

かに国際的に開かれた大学システムに変えていくかが重要課題となる。 

＜国内又は地域の一流校を目指す競争＞ 

第Ⅱ章で分析したとおり、この層では、需要減退下でも量的な競争圧力は希薄である中、

質的な学生獲得競争が主要な競争圧力である。インセンティブ付与としては、財政支援サイ

ド、学生受入れ（企業）サイドからの競争圧力要因の形成が重要である。特に、教育への財

政支援については、授業料政策・奨学金政策といった社会政策面での対応と効果的に連携し

て、国・公・私立の壁を超えたインセンティブ構造の形成が重要となる。ただし、大学入試

の偏差値比較で各大学の教育のパフォーマンス評価を行うことが不適切であるように、教育

活動に関わるＰＤＣＡには工夫が必要である。上述の最上位階層で行われるような研究競争

では、論文成果が個人の明確なアウトプット指標となり動機付けの基となるが、より良い教

育を行うインセンティブ構造をいかに形成するかは、ミクロなマネジメントのあり方を含め

重要な検討課題である。入試偏差値で大学のランク付けを固定化させず、各大学の改革努力

に基づく教育成果がカスタマーである学生や就職先に適切に評価され、教員のインセンティ

ブにつながる環境形成が重要であると考えられる。 

またこの層は、産業人材提供のボリュームゾーンを担っており、この層の質のかさあげが、

企業の持続的発展に不可欠である。さらに３つの階層に共通の課題ではあるが、小・中・高

校教育の学力低下が必然的に高等教育セクターに伝播してきており、文系教育を含め世界で

活躍できる人材を社会・産業界に安定的に供給できる教育カリキュラムの改善が求められる。 

＜大学進学基盤での競争＞ 

需要（入学者）減退が直接影響する層であり、量的な学生獲得競争が最大の競争圧力とな

る。しかし、量的競争は安易なマスプロ教育に陥って教育の質の低下を招く危険性があり、

品質保証のための政策的な対応が重要である。 

また、大学の経営情報を知らずに進学してくる学生に対して、経営不振により退出が余儀

なくされた大学の学生に対しては、転学等のセイフティネットワークが確実に機能すること

が重要である。その機能発揮を前提として、競争力を失った（学生数減退で経営破綻する）

大学の退出遅延は、全体の資源配分効率を悪化させるため、円滑な退出プログラムも重要で

ある。 
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Ⅵ．おわりに 

 

  以上、本稿では、可能な限り科学的な分析に基づく問題構造の把握に努めたが、有効競争

レビューとしてより精緻な立論を行うためには、各々の競争環境に対して相当規模の実デー

タ取得を含めた定量的分析が必要であろう。 

一方で、本分析により大筋で明らかになった構造的な競争環境の違い、その各々の層での

課題の性格と関与するプレーヤーへの動機付けの方向性については、序論的な論点整理がで

きたと考えられる。今後、財政面・制度面での政策的な対応を考察する観点では、競争環境

の違いを踏まえた上で、ミクロなインセンティブ構造の分析を掘り下げることが適当ではな

いかとの実感を得ている。例えば、教育現場における教員への動機付けのあり方、法人経営

の効率性向上に向けたインセンティブ付与やガバナンスのあり方などである。 

  今後、このような観点からの分析を一定の体系的なインプリケーションに結実させること

を目指して、後続的な考察を加えて行くこととしている。 
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